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06 ガバナンスおよび経済的側面



コーポレートガバナンスの考え方

基本的な考え方

　当社は、企業の社会的責任を果たし、株主等ステークホルダーの負託に応え、持続的に成長してい
くために、コーポレートガバナンス体制とリスクマネジメント体制の整備強化に取り組んでいます。こ
れからも、グループ全体に企業倫理を徹底しつつ、有機的かつ効果的なガバナンスの仕組みを構築
し、収益・財務体質の強化と相まって企業価値を高めるよう継続して努力していきます。

川崎汽船コーポレートガバナンス・ガイドライン

　東京証券取引所が定めている「コーポレートガバナンス・コード」に基づき、当社のコーポレートガ
バナンス体制の充実を図るとともに、その考え方や運営方針を明文化した「川崎汽船コーポレートガ
バナンス・ガイドライン」を制定しています。

コーポレートガバナンスに関する報告書

　コーポレートガバナンスに関する詳細については、当社が上場している東京証券取引所に提出して
いる「コーポレートガバナンスに関する報告書」をご覧ください。

コーポレートガバナンス体制

コーポレートガバナンス体制図

　当社は、指名委員会等設置会社の機関設計を採用することで経営の監督機能と執行機能を明確に
分離し、取締役会がより高い監督機能を持つことでコーポレートガバナンスの強化を図っています。
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コーポレートガバナンスの強化

コーポレートガバナンス改革の変遷

　当社は、2009年に社外取締役を複数名選任し、2025年には指名委員会等設置会社に移行するなど、持続的な企業価値の向上とコーポレートガバナンス改革を結び付けて、積極的にガバナンス体制の整
備を推進してきました。今後も社内でガバナンス体制に関する議論を深め、着実にガバナンス改革を深化させていきます。

2009
・ 取締役の任期を2年から1年に短縮
・ 社外取締役を初めて登用（2名）

2016
・ ユニット統括制の導入
・ 社外取締役を2名から3名に増員 
（全取締役の3分の1）
・女性役員（監査役）の登用
・筆頭社外取締役の選任
・ 業績連動型株式報酬制度の導入

2023
・ 取締役のスキルマトリックスの見直し
・ 社外取締役比率を過半数に引き上げ
・ 役員報酬の水準・株式報酬比率の引き上げ
およびESG指標の導入 2025

★  指名委員会等設置会社に移行
★  独立社外取締役比率を過半数に引き上げ
★  非業務執行取締役に業績に連動しない株式
報酬を導入

2020
・ 女性取締役の登用

 2006
・ 取締役員数を25名以内から15名以内に削減
・執行役員制度の導入
・ 当社グループ企業行動憲章の制定

 2015
・ 買収防衛策の非更新
・ 取締役会・経営会議・執行役員会の機能整備
・ 指名諮問委員会・報酬諮問委員会の設置
・ コーポレートガバナンス・ガイドラインの制定
・取締役会実効性評価の導入

 2019
・ 社外取締役を3名から4名に増員 
（全取締役の4割）
・ 役員の株式報酬を株主総利回り 
（TSR）連動に変更

 2022
・ 独立社外取締役比率を全取締役の3分の1に
引き上げ
・ 役員報酬の指標を見直し業績連動比率を引き
上げ

独立社外取締役比率の引き上げ

  取締役会の独立社外取締役比率を過半数に引き上げ、監督機能においてより高い
独立性を確保

前体制（2025年3月28日以前）

独立社外取締役比率

50% 8名中4名は独立社外取締役

独立社外取締役

現体制（2025年3月28日以降）

独立社外取締役比率

60% 10名中6名は独立社外取締役

独立社外取締役
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コーポレートガバナンスの強化

取締役会

　経営の基本方針、経営戦略などの会社の重要事項について議論・決定を行うとともに、業務執行の
監督を行う機関です。10名の取締役中7名は社外取締役(うち6名は独立社外取締役)という構成で、
原則として毎月1回以上開催しています。

2024年度の取締役会の具体的な討議内容
• 長期経営ビジョン・中期経営計画 • 資本政策(事業投資計画・株主還元政策等)

• 事業戦略（「成長を牽引する役割を担う事業」、新規事業領域等）
• 機能戦略(人材・組織、デジタルトランスフォーメーション等)

• コーポレートガバナンス(機関設計、取締役会実効性評価、役員報酬、取締役会構成等)

• グループガバナンス

取締役のスキルマトリックス

　当社の取締役会は、グローバル社会の重要なインフラとして人々の豊かな暮らしを支えることを
ミッションとする当社の経営を適切に監督し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上につなげ
る役割・責務を担います。
　当社では、重要課題として整理したマテリアリティに基づいて取締役会に求められるスキル（知識・

氏名
専門性

企業経営・経営戦略 法務・リスクマネジメント 財務・会計 人事・労務 安全・品質 環境・技術 グローバル 営業・マーケティング

明珍 幸一 ● ● ● ● ● ● ●

五十嵐 武宣 ● ● ● ● ● ● ●

荒井 邦彥 ● ● ● ● ●

山田 啓二 ● ● ● ● ●

内田 龍平 ● ● ●

小高 功嗣 ● ● ●

牧 寛之 ● ● ● ● ● ●

政井 貴子 ● ● ● ●

原澤 敦美 ● ● ● ●

久保 伸介 ● ● ● ●

2024年度中の退任者は除いています。
＊荒井邦彥氏、原澤敦美氏および久保伸介氏の取締役会出席状況は、監査役としての出席状況も含めて記載しています。

 取締役会の出席回数／開催回数（2024年度）

経験・能力等）を特定し、スキルの組み合わせ、多様性を考慮した取締役会の構成とすることで、取締
役会の機能の発揮を図っています。
　各取締役のスキルを一覧化したスキルマトリックスは下表をご参照ください。

氏名 取締役会
明珍 幸ー（取締役会議長） 19/19

五十嵐 武宣 1/1

荒井 邦彥 19/19

山田 啓二 19/19

内田 龍平 19/19

小高 功嗣 19/19

氏名 取締役会
牧 寛之 19/19

政井 貴子 14/14

原澤 敦美 19/19

久保 伸介 19/19
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コーポレートガバナンスの強化

社外取締役の独立性判断基準

　当社は、東京証券取引所が定める独立性基準を満たした上で、より厳格な独立性判断基準を定めており、その内容は以下のとおりです。

取締役会の実効性評価について

　当社では、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のためには、コーポレートガバナンスが有効に機能することが必須であるとの考えから、毎年取締役会の実効性について自己評価または独立した第三者
による評価を行い、その結果を適時適切に開示しています。最新の結果については以下をご覧ください。

独立役員届出書について

取締役会の実効性評価について

次の各号に掲げる条件の全てに該当しない者を独立性ありと判断する。
一　 最近3年間において、川崎汽船グループを主要な取引先とする企業集団の業務執行者（会社法

施行規則第2条第3項第6号に規定する業務執行者をいう。以下同じ）であったことがある者。
　　 　なお、川崎汽船グループを主要な取引先とする企業集団とは、当該企業集団の過去3年間の各

事業年度において、当該企業集団の連結売上高に占める川崎汽船グループへの売上高の割合が
2%を超えるものをいう。

二　 最近3年間において、川崎汽船グループの主要な取引先である企業集団の業務執行者であったこ
とがある者。

　　 　なお、川崎汽船グループの主要な取引先である企業集団とは、川崎汽船グループの過去3年間
の各事業年度において、川崎汽船グループの連結売上高に占める当該企業集団への売上高の割
合が2%を超えるものをいう。

三　 最近3年間において、川崎汽船グループの資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程
度に依存している金融機関その他の大口債権者又はその親会社若しくは重要な子会社の業務執
行者であったことがある者。

四　 最近3年間において、川崎汽船グループから役員報酬以外に年間1,000万円相当以上の金銭その
他の財産を受領した者。また、最近3年間において川崎汽船グループから年間1,000万円相当以
上の金銭その他の財産を受領した監査法人、税理士法人、法律事務所、コンサルティング・ファー
ムその他の専門的アドバイザリー・ファームで、当該法人等の直前事業年度の総収入に占める川
崎汽船グループから受領した金銭その他の財産の割合が2%を超えるものに所属していたことが
ある者。ただし、外形上所属していても、無報酬であるなど実質的に川崎汽船グループとの利益相
反関係がない場合は、この限りではない。

五　 当社の議決権の10%以上を所有する株主。当該株主が法人である場合には最近3年間において
当該株主又はその親会社若しくは子会社の業務執行者であった者。

六　 上記各号に該当する者の配偶者又は二親等内の親族。
以上
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指名委員会等設置会社について

　当社は、機関設計として指名委員会等設置会社の形態を採用しています。指名委員会等設置会社
は、経営の監督を行う取締役と業務を執行する執行役の役割を明確に分けたガバナンス体制です。
取締役会は経営方針の決定等と監督を担い、取締役会から執行役に業務執行の権限を大幅に委譲

指名・監査・報酬委員会の構成員（2025年6月現在） 

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

構
成
員

山田 啓二（委員長･独立社外取締役）

構
成
員

小高 功嗣（委員長･独立社外取締役）

構
成
員

政井 貴子（委員長・独立社外取締役）
内田 龍平（社外取締役） 牧 寛之　（独立社外取締役） 山田 啓二（独立社外取締役）
小高 功嗣（独立社外取締役） 原澤 敦美（独立社外取締役） 内田 龍平（社外取締役）
政井 貴子（独立社外取締役） 久保 伸介（独立社外取締役） 小高 功嗣（独立社外取締役）
明珍 幸一（取締役） 荒井 邦彥（取締役･常勤監査委員） 明珍 幸一（取締役）

することで、執行役はより迅速な意思決定と機動的な経営が可能となります。取締役会の中には、そ
れぞれの構成員の過半数を社外取締役で構成する法定の三つの委員会（指名委員会、監査委員会お
よび報酬委員会）が設置されています。

コーポレートガバナンスの強化
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指名委員会

　指名委員会は、過半数を独立社外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役が務めます。指名委員
会は株主総会に提出する取締役の選任・解任に関する議案等を決定します。また、取締役会からの諮問
を受け、執行役の選任・解任、代表執行役および特称執行役の選定・解職について答申を行います。
　株主総会に提出する取締役の選任・解任に関する議案の決定および取締役会による執行役の選
任・解任については、以下の「取締役及び執行役の選任及び解任の基準」に基づき、指名委員会にお
いて審議します。

 サクセッションプランニング

　「川崎汽船コーポレートガバナンス・ガイドライン」第14条で、「取締役会は、代表執行役社長の後
継者の計画について、指名委員会に現職の代表執行役社長が毎期策定する原案を審議させ、その結
果の報告を受け、原案の妥当性を確認する」と定めています。独立社外取締役を中心とする指名委員
会で次期代表執行役社長等のサクセッションプランを審議することによって、持続的な企業価値の
向上に努めています。

監査委員会

　監査委員会は、過半数を独立社外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役が務めます。監査委
員会は、執行役および取締役の職務の執行の監査および監査報告の作成を行うとともに、会計監査
人の選任、解任および不再任に関する議案の内容の決定等を行います。また、監査委員会の活動を
補助するための部署を設け、専従スタッフを配しています。

報酬委員会

　報酬委員会は、過半数を独立社外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役が務めます。報酬委
員会は、取締役と執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を策定し、その方針に基
づき報酬等の内容を決定します。

 報酬決定方針および手続
 報酬決定方針および手続については、以下のとおり定めています。

報酬制度

　取締役（執行役を兼務する者を除く）の報酬は、固定報酬（金銭）と固定報酬（株式）から構成され
ています。執行役（取締役を兼務する者を含む）の報酬は、固定報酬（金銭）に加え、短期業績連動報酬
（金銭）・中長期業績連動報酬（株式）から構成されています。また、株式報酬制度については、各事業
年度に付与を受けたポイントを退任後に株式または時価換算した相当額の金銭を株式給付信託
（BBT）経由で受け取ります。取締役には、グローバルガバナンス強化と株主利益共有の観点から、職
責に応じた固定額に基づく非業績連動報酬（株式）が支給され、執行役には報酬と株式価値の連動
性強化、中長期的な業績向上への意識向上を図るため中長期業績連動報酬（株式）が支給されます。
ポイントの付与を受けた取締役・執行役であっても、株主総会決議で解任された場合、辞任した場
合、在任中に一定の非違行為があったことに起因して退任した場合、在任中に会社に損害が及ぶよう
な不適切行為があった場合等、役員株式給付規程に定める一定の事由が生じたときは、報酬委員会
の決定により給付を受ける権利の全部または一部を取得できないものとします。

報酬の種類 取締役
（執行役兼務者を除く）

執行役
（取締役兼務者を含む） 報酬内容

固定

固定報酬 
（金銭） 〇 〇 職責に応じた業務遂行のため職位ご

とに設定した月次の報酬
固定報酬 
（株式） 〇 職責に応じた固定額による株式報酬

変動 
(業績連動)

短期業績連動 
報酬（金銭） 〇

単年度の連結業績および個人業績
評価に連動。重大事故発生時には減
算指標を適用。

中長期業績連動 
報酬（株式） 〇

中長期の当社株主総利回り（TSR）、
ROE指標、ESG指標（CO2排出効
率改善）に連動。
＊  TSR＝一定期間における当社株価上昇率+
一定期間における配当率（配当合計額÷当
初株価）

＊  TSR指標、ROE指標およびESG指標の構
成比率は90:5:5

年度ごとの報酬額については、ガバナンスデータをご参照ください。

コーポレートガバナンスの強化

取締役、執行役及び執行役員の個人別の報酬等に関する方針  

取締役及び執行役の選任及び解任の基準
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経営会議

　執行役社長、その他執行役、専務執行役員、ユニット統括執行役員および法務、企業法務リスク・コ
ンプライアンス統括、経営企画、財務、経理担当執行役員、監査委員会が選任する者ならびに執行役
社長が指名する者が出席し、自由な討議を通して執行役社長またはその代行者の意思決定に資する
体制を整備しています。原則として毎週開催しています。 

執行役員会

　執行役、執行役員および監査委員会が選任する者のほか、執行役社長が指名する者により構成さ
れ、業務執行組織の月次収支を含む業務執行や決裁事項等の報告および討議を行う場です。原則と
して毎月1回開催しています。

投資委員会

　経営企画および財務担当執行役員ならびに執行役社長が指名する執行役、執行役員およびグルー
プ長により構成され、原則として毎月2回開催しています。投資能力を勘案しつつ最大の投資効果を
図るため、基本計画および重要案件の審議を行っています。また、実施済みの投資について、投資効
果の実績を把握し、当該投資の休止や中止についても審議しています。 

ユニット統括制の概要

　2016年4月から業務執行体制のより一層の効率化、そして強化を図るため、ユニット統括制を導入
し、ユニット統括執行役員を置いています。 
　ユニット統括制では、執行の長たる代表執行役社長の下、複数の事業部門および管理部門を統括
する合計8名のユニット統括執行役・執行役員を置き、ユニット統括執行役・執行役員の下には、各部
門を管掌・担当する管掌・担当執行役員を配しています。各ユニットは以下のとおりです。 

• ドライバルク事業ユニット 

• エネルギー資源輸送事業ユニット 

• 製品輸送事業ユニット（自動車船） 
• 製品輸送事業ユニット（物流・港湾・近海内航・関連事業）
• コンテナ船事業ユニット 

• CFOユニット（経営企画・調査・財務・経理・サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報）
• 総務・人事・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括ユニット 

• 海務ユニット 

• 技術ユニット

コーポレートガバナンスの強化
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コーポレートガバナンスの強化

株式基本情報
事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月

定時株主総会の基準日 3月31日

配当の基準日
期末配当　3月31日
中間配当　9月30日

単元株式数 100株

公告方法

電子公告により行い、次の当社ウェブサイトに掲載します。
https://www.kline.co.jp
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告ができない場合は、東京都において
発行する日本経済新聞に掲載する方法によります。

株式・株主の状況
 株式の状況

（2025年9月末現在）

発行可能株式総数 1,800,000,000株

発行済株式総数 639,172,067株

株主数 148,567名

 大株主（上位10名）の状況
（2025年9月末現在）

株主名 所有株式数（千株） 割合（%）

イーシーエム エムエフ 92,947 14.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 64,146 10.05

エムエルアイ フオー セグリゲーテイツド ピービー クライアント 50,862 7.97

J.P. MORGAN SECURITIES PLC FOR AND ON BEHALF 
OF ITS CLIENTS JPMSP RE CLIENT ASSETS-SEGR ACCT

31,796 4.98

サンテラ（ケイマン）リミテッド アズ トラスティ オブ 
イーシーエム マスター ファンド

19,716 3.09

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 18,438 2.88

バンク オブ ニユーヨーク ジーシーエム クライアント アカウント ジエイ
ピーアールデイ アイエスジー エフイー－エイシー 17,697 2.77

今治造船株式会社 16,956 2.65

CGML PB CLIENT ACCOUNT／COLLATERAL 15,581 2.44

株式会社みずほ銀行 12,694 1.98

（注）所有株式割合は自己株式（1,113,651株）を控除して計算しています。

 所有者別株式の状況
（2025年9月末現在）

区分 株主数（人） 割合（%） 所有株式数（千株） 割合（%）

個人・その他 145,806 98.14 107,259 16.78

政府・地方公共団体 0 0 0 0

金融機関 56 0.03 160,646 25.13

その他国内法人 834 0.56 48,895 7.64

外国人 1,811 1.21 308,873 48.32

証券会社 59 0.03 12,383 1.93

自己名義株式 1 0.00 1,113 0.17

株式
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コーポレートガバナンスの強化

利益相反・関連当事者取引

政策保有株式

　当社では、関連当事者間の取引については、以下のとおり適切な手続を定めており、これを踏まえ
た監視ができているものと認識しています。

（1） 決裁基準規程において、当社の議決権の10%以上を有する主要株主または会社取締役間の取引、取締
役が第三者のために会社とする取引、利益相反取引および会社による取締役の債務保証については、
金額にかかわらず事前に取締役会に付議して承認を求めることと規定しています。また、取引等を行っ

た後には、その重要な事実について取締役会に報告することと規定しており、取締役会において取引の
適正性を監視しています。

（2） 全ての株主は平等に扱われており、特定の株主に特別の配慮を行っていることはありません。

（3） 決算期ごとに全役員から確認書の提出を受け、関連当事者間取引の有無および有の場合は取引内容に
ついて確認しています。

政策保有株式の保有に関する方針

　当社では取締役会において、独立した客観的な立場から少なくとも年1回、政策保有目的の上場株
式について、個別に保有目的や事業活動上の必要性、資本コストを踏まえた中長期的な経済合理性
等を総合的に精査して保有の適否を検証し、保有継続が合理的でないと判断された銘柄については
縮減の対象としています。
　当社では政策保有株式の縮減を進め、2025年3月末における政策保有目的の上場株式銘柄数は
3銘柄となっています。

0

5

10

15

20

25

（銘柄）

2014年
3月末

2015年
3月末

2016年
3月末

2017年
3月末

2018年
3月末

2019年
3月末

2020年
3月末

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2024年
3月末

2025年
3月末

政策保有株式の保有状況の推移

特定投資株式

銘柄

2024年度 2023年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
および株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

JFEホールディングス㈱

5,062,170 5,062,170 ドライバルクセグメントの主要取引先
として、同社との中長期的に良好な関
係の維持・強化を図るため、継続して
保有しています。

無
9,294 12,857 

川崎重工業㈱

1,001,699 1,001,699 先進技術分野および液化水素運搬船
の実証実験など当社の重要課題であ
る安全・品質の改善、脱炭素への取組
みで協業関係にあり、中長期的に良好
な関係の維持・強化を図るため、継続
して保有しています。

有
8,955 5,105 

㈱上組

118,404 118,404 製品物流セグメントにおける取引およ
び同社と共同で持株会社を設立する
などの協業関係にあり、中長期的に良
好な関係の維持・強化を図るため、継
続して保有しています。

有
415 397 

（注）  1．当社の株式の保有の有無については、銘柄が持株会社の場合はその主要な子会社の保有分（実質所有株式数）を勘案し記載しています。
 2． 各銘柄の定量的な保有効果の記載は困難ですが、保有の合理性については取締役会において、当事業年度末を基準に当社の資本コストをベー

スとする収益目標と取引状況や事業活動への効果等に鑑み、総合的に検証を行っています。

政策保有株式の議決権行使に関する方針

　政策保有株式の議決権行使に当たっては、政策保有の目的に照らし当社の企業価値・株主共同の
利益の向上に資する議案であるかを精査し、必要に応じて発行会社との対話を行った上で賛否を決
定します。
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コーポレートガバナンスの強化

内部統制・グループガバナンス

会計監査・内部監査

内部統制システムの整備

　当社は、執行役、執行役員および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制、 その他当社グループの業務の適正を確保するために必要なものとして法令等で定め
る体制の整備に取り組んでいます。具体的には、取締役会が内部統制システムを整備し、有効性を評
価し、その機能を確保していく責務を負っています。さらに、内部監査グループが、内部統制システム
の監視・検証を通じて、その整備・ 維持・向上に係る取締役会、執行役および執行役員の責務遂行を
支援する役割を担っています。 

会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人

（2）2024年度に係る会計監査人の報酬等の額
項目 支払額

① 当社が支払うべき会計監査人の報酬等 109百万円

② 当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 172百万円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に
も区分できないため、①の金額については区分して記載していません。なお、当社の重要な子会社等のうち“K” LINE BULK SHIPPING（UK）
LIMITED、 “K” Line European Sea Highway Services GmbH、“K” LINE LNG SHIPPING（UK）LIMITED、“K” LINE PTE LTD、OCEAN 
NETWORK EXPRESS PTE. LTD.の計算関係書類の監査は、当社の会計監査人以外の監査法人が行っています。 

（3）会計監査人の報酬等の額に同意した理由
　監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人から必要な資料を入手しかつ報告を受け、会
計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根拠などが適切であ
るかどうかについて、必要な検証を行い審議した上で、会計監査人の報酬等について、会社法第399
条第1項の同意を行いました。

　なお、2025年3月28日開催の臨時株主総会において指名委員会等設置会社への機関設計の移行

が決議されたことによって、監査役会は監査委員会に業務を引き継いでいます。　

（4）会計監査人が行った非監査業務（公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務）の内容
　当社は、会計監査人に対して、社債発行にかかるコンフォートレター作成業務についての対価を支
払いました。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。また、監査
委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査委員会が選定した監査委員
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告し
ます。

グループとしての統制

　グループ会社における業務の適正を確保するため、当社グループ全体に適用する行動指針として
「グループ企業行動憲章」を定め、これを基礎として当社グループ各社で諸規則を定めています。また
「関係会社業務処理規程」を定め、グループ会社に対し一定の重要事項については、承認、協議または
報告を要するものとしています。
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コーポレートガバナンスの強化

内部監査の状況

　当社における内部監査は、内部監査を担う内部監査グループにより実施され、専従者11名（2025
年4月1日現在）が従事しています。内部統制の観点から、業務の有効性および効率性、財務報告の信
頼性向上およびコンプライアンスの確保等について、当社およびグループ会社の職務執行を監査して
います。監査委員、監査委員会および内部監査グループは、会計監査人である監査法人と監査内容に
関する情報交換を定期・不定期に実施しています。監査結果や監査法人が把握した内部統制の状況
およびリスクの評価等に関する意見交換を行い、緊密な連携を維持しています。また、内部監査グ
ループから監査内容に関する報告を代表執行役社長および監査委員会に定期的に行っています。

関連データ

ガバナンスデータ（川崎汽船株式会社を対象としています） 

分野 項目 内訳 単位
年度

2022年度 2023年度 2024年度

ガバナンス

取締役会

取締役人数 人 9 9 10

　うち男性 人 8 8 8

　うち女性 人 1 1 2

　　女性比率 % 11 11 20

　うち社外取締役 人 4 5 7

　　社外取締役比率 % 44 56 70

取締役平均年齢 歳 62.0 61.2 60.0

最年少取締役年齢 歳 45 43 44

最年長取締役年齢 歳 74 75 70

取締役会開催数 回 19 19 19

取締役会平均出席率 % 99 100 100

指名委員会※1

委員数 人 4 5 5

　うち社外取締役 人 3 4 4

　　社外取締役比率 % 75 80 80

開催回数 回 14 9 10(※2)

監査委員会※1

委員数 人 4 4 5

　うち社外取締役 人 2 2 4

　　社外取締役比率 % 50 50 80

開催回数 回 15 14 15(※2)

報酬委員会※1

委員数 人 4 5 5

　うち社外取締役 人 3 4 4

　　社外取締役比率 % 75 80 80

開催回数 回 9 3 7(※2)

報酬

取締役報酬合計 
（支給人数※3）

百万円
（人） 906（10） 732（11） 634（11）

監査役報酬合計 
（支給人数※3）

百万円
（人） 80（4） 80（5） 80（4）

※1 指名委員会等設置会社移行前は、指名諮問委員会・監査役会・報酬諮問委員会の数値も含んでいます。
※2 開催回数には指名委員会等設置会社移行後の1回を含みます。
※3 報酬合計（支給人数）には、年度途中（株主総会）において退任した取締役・監査役を含みます。

2025年3月28日付で「監査役会設置会社」から「指名委員会等設置会社」に移行しています。
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コーポレートガバナンスの強化

ガバナンス個別データ（2025年6月20日現在）

氏名 性別 独立性 在任期間 取締役会出席率
（2024年度） 執行役 指名委員会 監査委員会 報酬委員会 重要な兼職

取締役会長 明珍 幸一 男性 なし 9年 100% ● ● あり

取締役 
代表執行役社長 五十嵐 武宣 男性 なし 3ヶ月 100% ● なし

取締役 荒井 邦彥 男性 なし 3ヶ月 100%
●

（常勤）
なし

社外取締役 山田 啓二 男性 あり 6年 100%
●

（委員長）
● あり

社外取締役 内田 龍平 男性 なし 6年 100% ● ● あり

社外取締役 小高 功嗣 男性 あり 2年 100% ●
●

（委員長）
● あり

社外取締役 牧 寛之 男性 あり 2年 100% ● あり

社外取締役 政井 貴子 女性 あり 1年 100% ●
●

（委員長）
あり

社外取締役 原澤 敦美 女性 あり 3ヶ月 100% ● あり

社外取締役 久保 伸介 男性 あり 3ヶ月 100% ● あり
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考え方

リスクマネジメントの方針

　外部環境変化や経営上のさまざまなリスクを認識し、リスクが顕在化したときにも企業の社会的
責任を果たせるよう、リスクマネジメント体制を構築しています。
　右記のような主要リスクのうち、船舶運航に伴うリスク、災害リスク、コンプライアンスに関わるリス
ク、その他の経営に関わるリスクの4つのリスクに分類し、それぞれ対応する委員会を設けています。
　また、この4委員会を束ね、リスクマネジメント全般を統括する組織として、危機管理委員会を設置
しています。
　代表執行役社長がこれら全ての委員会の委員長を務め、平時においても四半期ごとに委員会を開
催し、リスクマネジメントの強化を図っています。4つの主要なリスク委員会では、リスクマネジメント
のための研修を定期的・継続的に実施しています。一例として大規模事故演習の実施や他社とのリス
クマネジメント勉強会への参加等を通じ強化を図っています。また、毎年11月を「コンプライアンス月
間」と定め、コンプライアンスの重要性を周知徹底しています。

主要リスク

人材・人権リスク

法務・コンプライアンスリスク

船舶運航リスク

経済活動変動リスク

情報システム・情報セキュリティリスク

災害リスク

気候変動リスク

リスクマネジメント
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リスクマネジメント

体制

リスクマネジメント体制図

報酬委員会 指名委員会

経営会議

 
執行役員会

 
企業法務リスク・
コンプライアンス  
統括グループ エネルギー資源輸送事業ユニット

製品輸送事業ユニット（自動車船）

製品輸送事業ユニット（物流・港湾・近海内航・関連事業）

コンテナ船事業ユニット

CFO ユニット（経営企画・調査・財務・経理・
サステナビリティ・環境経営推進・IR・広報）

総務・人事・法務・企業法務リスク・コンプライアンス統括ユニット

海務ユニット

技術ユニット

コンプライアンスに関わる
リスクマネジメント

船舶の運航に関わる
リスクマネジメント 災害に対するリスクマネジメント  経済変動や環境、人材など、その他

の経営に関わるリスクマネジメント

内部監査グループ

事業ユニット／
コーポレートユニット

指揮監査

連携 評価・調査

教育・啓発

監督

指揮

報告

報告

報告

報告
指示

報告

監査

監査 選定・解職

指揮

調査指示・報告

安全運航推進委員会 災害対策委員会 経営リスク委員会

内部監査グループは、執行部門である事業ユニット／コーポレートユニットや、リスクマネジメント・危
機管理組織によって築かれた内部管理体制の有効性をCOSOのフレームワークに準拠した形で、毎
年検証・評価する（リスクの特定、評価、管理、モニタリング、報告に使用される方法、ツール、プロセスの
体系的な評価を含む）。加えて、当社グループを含めたコンプライアンス体制の強化に対して企業法務
リスク・コンプライアンス統括グループと連携する。

当社グループの企業行動における倫理、法令、規則お
よび規範の遵守を担保するための方針・諸施策の審
議・立案・推進など

運航船舶の事故防止・安全対策に関する基本方針や
諸施策の審議・決定など

平時における防災体制の充実や災害発生時の被災者・
被災事務所の救援・復旧・事業継続に関する方針・諸
施策の審議・決定など

船舶運航・大災害・コンプライアンス以外の、経営に影
響を及ぼすその他リスクの管理や諸施策の審議・推進
など

社会インフラとしてお客さまに安全で高
品質な物流を提供するため、事業のサス
テナビリティを実現すべく、自律的に内部
管理体制を構築し、定期的なリスクの洗
い出し・モニタリングを行う。また、リスク
リターンを含めた事業のリスクの特定・評
価および統制に対する責任と説明責任を
持つ。

ドライバルク事業ユニット

代表執行役社長
執行役

内部監査
グループ

危機管理委員会

取締役（取締役会）

執行機能
危機管理委員会および下部4委員会

リスクマネジメントおよび危機管理を所管する機能として、マネジメントプロセスを構築し、事業ユニット／コーポレートユニットにてリスクが適切に特定および
管理されることを確実にする。
（モニタリングプロセスは「リスクマネジメントプロセス」に記載）

監督機能

内部通報
制度

監査委員会

コンプライアンス委員会

ユ
ニ
ッ
ト
統
括
執
行
役
員

担
当
執
行
役
員
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リスクマネジメント

リスクマネジメントプロセス

　当社グループにおけるリスク管理を徹底すべく、グループ全体に関わるリスクを特定し、情報管理・
モニタリングを行いながら、リスクマネジメントに取り組んでいます。各リスクの管理は、期末にリスク
の再評価や網羅的なリスクの洗い出し・特定を行い、管理体制の有効性や主要リスクから重要課題
を定めた上で、各委員会において定期的にレビューを行い、再評価、対策の実施を行うPDCA体制と
しています。このPDCAでは、各委員会がボトムアップでリスクの再評価や洗い出し・特定を行う手法
と、まだ顕在化していないものの重要性が高まっているエマージングリスクのようなメガトレンドの変
化をトップダウンで評価する手法を併用し、重層的に対応しています。メガトレンドの変化は、リスク
のみならず機会となるため、次年度の事業戦略立案時に行うPEST分析＊を軸として、メガトレンド認
識を的確に事業戦略に生かす側面と、最新のリスクトレンドの変化を評価し対応する側面とで、リス

クと機会の双方を網羅するよう取り組んでいます。
　具体的には、PESTの要素を当社各事業のバリューチェーンに掛け合わせることでリスクシナリオ
を想定し、経営陣により発生可能性／影響度／備えの程度を整理の上、ヒートマップを作成します。
さらに専門家による分析や調査レポート等の外部知見も得ながら、注視すべき課題を特定し、ボトム
アップ式のリスク特定と合わせて重要課題を選定します。
　また、PDCAサイクルの過程でリスクマネジメントに対する情宣を行っています。リスク対策や期初
に特定した重要課題への取り組み状況を、取締役会や執行役員会を通じて社内に周知しています。
さらに、組織内でリスクマネジメントプロセスを監視およびサポートする体制強化を推進しています。
＊ 外部環境を政治・経済・社会・技術の4つに分類し脅威を洗い出し、自社にもたらす影響を分析するフレームワーク

トップダウン
リスク

機会
エマージングリスク選定

外部環境事象の特定 影響評価：バリューチェーン情報の整理 リスク評価：重要リスクの選定
PEST リスク中分類 当社バリューチェーン（VC）

地政学的リスク
規制変化リスク
市況変動リスク
経済成長変化リスク
人的資源リスク

コンプライアンスリスク
SDGsリスク
災害リスク
技術革新リスク
情報システムリスク
事故等安全リスク

政治的要因
（Politics）

船腹調達  
（造船・傭船）

営業 
（貨物受注）

船舶運航

船舶管理

会社
（コーポレート要素含む） 

船のDeliveryが受けられない・遅延する、
発注できない、傭船できない、船価の  
上昇、傭船コストの上昇

貨物が受注できない、荷量の減少、  
運賃の下落、競争力低下

高

高 中
備えの程度（Management Preparedness）

低

中

低航行ができない・遅延、荷役ができない・ 
遅延、運航コストの上昇

ヒートマップ化
・発生可能性
・影響度
・備えの程度

・専門家による分析
・グローバルリスクレポート等の調査レポート

入渠できない・遅延、船員不足、船員  
コストの上昇、船舶管理コストの上昇

事業継続に支障、資金調達力低下、  
バランスシートの毀損、企業価値低下

経済的要因
（Economy）

社会的要因
（Society）

技術的要因
（Technology）

経営計画

事業執行

従来型

ボトムアップ

R
isk E

xp
osure  

）
性
能
可
生
発
×
度
響
影
（

執行

C
P D
A

C
P D
A

リスク

エマージングリスク

既存リスク

外部環境に起因するリスク

現業に内在するリスク

  リスクの洗い出し・  
再評価

  重要課題の特定
  社内情宣

  予防・対応策の実施

  リスク対策の実施
  重要課題への対応
  情報管理・  
モニタリング

  リスクの評価／原因分析
  マネジメントプロセスの  
レビュー

  予防・対応策（低減／  
移転／回避／保有）  
の検討

C
（年 2回以上）

P
（期初）

D
（期中）

A
（期末）

重要課題選定

右上に位置するものが  
リスクの程度が高い

経
営
陣

事
業
部
門
・
各
委
員
会
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リスクマネジメント

取り組み

BCMについて

　当社グループでは、自然災害や新型インフルエンザを含めた感染症による機能不全を想定したBCP
（Business Continuity Plan）を策定の上、BCM（Business Continuity Management）を行って
います。人命の尊重を第一とし、その上でライフラインを支える社会インフラの一翼を担うものとし
て、内外地店所への業務移管や遠隔地でのバックアップデータの蓄積、在宅勤務などによる重要業務
の継続を図っています。特に、首都圏直下型地震に関しては、事前にその規模や被害をシミュレー
ションした上で、定期的な避難訓練やBCMの強化を行い、災害レジリエンス向上に向けて全社的に
取り組んでいます。
　また、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、事業運営においては、在宅勤務体制の拡充やオフィ
スでの感染予防策の徹底を行い、船内・乗組員に対しては、乗船前の体調管理・社命による乗船前隔
離・PCR検査等の実施や感染対策物資の供給といった対策を講じました。2025年度も引き続き、変
異株の発生、新種のウイルスの発現など予期せぬ事態により、当社の事業運営に影響を及ぼす可能
性がありますが、過去5年間の一連の対応を振り返り、新型コロナウイルスを含む将来のウイルスによ
るパンデミックに備えた行動手引書等に基づき、緊急時においても事業継続できる状態を構築した
上で、各事業に適した対応を行っていきます。

大規模事故リスクと当社の対応

　当社グループは、安全運航の徹底を最優先課題の一つとして、安全運航水準と危機管理体制の維
持強化を図っています。不測の事故、とりわけ油濁その他環境汚染につながる重大事故などが発生
し、環境汚染を引き起こした場合、当社グループの財政状態や経営成績に悪影響を及ぼす可能性が
あります。また、海賊被害、政情不安・武力紛争地域での運航、船舶へのテロ行為リスクの増大は、当
社グループの船舶に重大な損害を与え、また船員の生命を危険にさらすなど、当社グループ船舶の安
全運航、航海計画管理、海上輸送事業全般に悪影響を与える可能性があります。その対策として、社
長を委員長とする安全運航推進委員会を定期的に開催し、安全運航に関わる全ての案件について、
あらゆる視点に基づいた検討と取り組みを行っています。さらに緊急時の事故対応をまとめた「事故
対応マニュアル」を策定し、定期的な大規模事故対応演習により継続的改善を図っています。

リスクマネジメント文化の醸成

　組織全体で効果的なリスクマネジメントの文化を促進・強化するために、階層ごとに定められた行
動規範にはリスクマネジメントの項目があり、その基準が反映されるように人事評価制度がつくられ
ています。この人事評価は給与や昇進にも影響します。シニア・エグゼクティブは、リスクマネジメント
に関する全社的な取り組みの実施に責任を負います。 
　さらに、その他リスクマネジメントに関する規程やBCM情報等を社内ポータルサイトのトップペー
ジに掲載することでリスクマネジメントに対する啓発を行っており、社外取締役を含む取締役に対して
は、外部講師によるリスクマネジメントに特化したセミナーを毎年行っていく体制を構築しています。

環境保全・気候変動対策

　当社グループは、人々の生活や経済を支えるライフライン・インフラとしてサステナビリティの重要
性を強く認識しており、環境保全・気候変動に関連したリスクや機会に対応すべく、「“K” LINE 環境
ビジョン2050」を策定しています。
　2015年3月に策定した「“K” LINE 環境ビジョン2050」の中で、創立100周年（2019年）に向かっ
て定めたマイルストーンの多くを達成しましたが、激変する世界を見渡し2050年のゴールの一部を
見直すとともに、2030年に向けた新たなマイルストーンを設定しました。さらに、世界的に2050年
GHG排出ゼロの動きが加速していく中で、2021年11月には同ビジョンの2050年目標を改定し、
「2050年GHG排出ネットゼロ」というより高い目標に引き上げて挑戦しています。
　気候変動に関するシナリオ分析については、以下をご覧ください。

　上記の事業計画・戦略策定、施策検討を踏まえ、自然エネルギーを利用する自動カイトシステム
「Seawing（風力推進）」の導入など、さまざまな環境保全への取り組みを行っています。

“K” LINE 環境ビジョン 2050
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リスクマネジメント

　当社グループの環境保全への取り組みについては、以下をご覧ください。

リスク情報

　当社のリスク情報については、以下をご覧ください。

感度分析とストレステスト

　毎月行われる予算編成とモニタリングの機会を利用して、年2回の感度分析とストレステストを実
施しています。
　主要な変数は、為替レート、金利、燃料油価格のほか、ドライ・バルカーのBDI（バルチック・ドライ・
インデックス）、石油タンカーのWS（ワールド・スケール）などの市場指数であり、これらの変数は、営
業損益や経常損益の主な変動要因となります。
　また、VesselsValue.comや海運ブローカーなどの専門的な情報源を利用して、事業の中核資産
である保有船舶の市場評価テストを行っています。

環境

リスク情報
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リスクマネジメント

エマージングリスク
リスク リスク内容 事業へのインパクト 対策

地政学情勢の変
化による荷動きや
船舶建造、保守に
与える影響

地政学的な要因、特に米中関係の不透明性が高まることで、当社グルー
プの経営成績に影響を与えるリスクがあります。世界的なサプライ
チェーンの変容や地産地消の動きは、顧客の事業モデル見直しを促進
し、長期的には輸送需要と供給能力のバランスを崩し、マーケットコン
ディションやプライシングに影響を与える可能性があり、当社グループ
の事業に大きな影響を与える懸念があります。さらに、中国での船舶建
造量や当社の保守、入渠に係る中国への依存度の高さを鑑みると、米中
関係の悪化は船舶の建造・保守に支障をきたし、継続的な船舶運航を
阻害する可能性があります。現在も中国での新造船発注残があり、当該
リスクを注視していく必要があります。

当社グループの事業は海上輸送に大きく依存しており、荷動きの動向
は経営成績に大きく影響を及ぼします。また、保有船舶は５年ごとの
入渠が必要であり、各国の船舶の多くが利用している中国ドックへの
入渠が阻害された場合、船舶運航ひいては当社グループの営業活動と
経営成績に大きな影響を与えます。さらに、世界の半数近くを占める
中国での船舶竣工量は近年増加傾向にある一方、中国での船舶建造
が阻害された場合、世界的な船舶供給ひいては当社グループの営業
活動や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

主要顧客とのパートナーシップ深化を中核としながら、多様な顧客との
関係強化を通じて成長機会を創出するなど、事業特性に応じた役割を
明確化し、ポートフォリオの適切なマネジメントを実施しています。ま
た、営業・運航要員の増員、環境営業の強化など、営業体制の進化・発展
を通じて顧客の事業戦略の変化を機敏にとらえ、サプライチェーンや事
業モデルの見直しに柔軟に対応しています。新造船の発注においては、
グループ全体での管理、リスクの定量化、分散発注の検討など、専門家
との協議に基づいたリスク最小化策を講じています。船舶修繕について
も、グループ全体での管理・分散化を図り、ベストプラクティス策定に向
けた協議を進めています。

海運業を脅かすエ
マージングな技術
革新

3DプリンタやAR/VR技術、自動化などの技術革新は、今後海運業の参
入障壁を引き下げる技術となる可能性があると考えられます。3Dプリ
ンタで扱うことのできる素材の広がりや造形方式の進化などを背景に、
最終製品量産のための活用も広がる可能性が高まっています。またデジ
タル化や産業メタバースの活用による港湾作業や船舶運航の自動化・自
律化の複合的な活用は、人手不足への対応や業務効率化に寄与しま
す。これらの技術革新は、海運業の省コスト化につながる一方で、他業
種からの参入障壁が低下する可能性にもつながり得ます。また、消費財
や完成品の輸送においては、技術革新による製造体制の変化により地
産地消が進む可能性があり、特にコンテナ輸送需要や完成車輸送にお
いて、事業環境に構造的変化を与える可能性もあり、今後より一層幅広
い分野の技術動向に注視していく必要があります。

3DプリンタやAR/VR技術、自動化などの技術革新は、参入障壁の低
下により、新たな競合他社が市場に参入しやすくなり、価格競争が激
化する可能性があります。これは、新しい競合他社の出現につながり、
既存企業の市場シェアを奪う可能性があります。また、技術革新はサ
プライチェーンの効率化やコスト削減につながる可能性や、新技術の
普及により、既存の設備やノウハウが陳腐化し、新たな投資が必要と
なる可能性もあります。事業環境の構造的変化により、当社グループ
の営業活動や経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

新技術に対応できる人材の育成や最新技術を持つ企業との戦略的な
提携を検討し、海運ビジネスに捕らわれることなく、最新技術トレンドを
常に把握し、自社事業への影響を評価する体制を構築する必要があり
ます。そのために事業部門別に、課題の整理・洗い出しと優先課題の抽
出など体系的に整理し、外部専門知見のサポートを得て継続的にリス
ク状況をモニターできる「リスクインテリジェンスサイクル」を構築し、モ
ニタリングできる体制づくりに取り組んでいます。
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リスクマネジメント

リスクリターンと資源配分（ポートフォリオ）の考え方

事業リスク総量管理

　想定最大損失額を連結自己資本の範囲内にコントロールし、適正な投資規模による「安定性」と
「成長性」を両立させます。事業リスク量（=想定最大損失額）は、事業特性を踏まえながら、統計学的
手法を用いて計測します。
　事業におけるリスクは多種多様です。事業リスクリターン管理は、自己資本毀損に至る「損失発生
リスク」を対象にしています。事業リスクリターン管理対象外の事業におけるリスクは、各事業ユニッ
トがコントロールの上、全社管理は危機管理委員会およびその下部組織でマネジメントする社内体
制を取っています。

事業評価指標の刷新

　事業リスクに見合うリターン確保を重視した投資・事業評価指標（“K” VaCS／“K” RIC）を導入
し、それらを用いて最適な事業ポートフォリオへ転換します。

全社リスクマネジメント

人材・人権リスク

法務・コンプライアンスリスク

船舶運航リスク

経済活動変動リスク

情報システム・情報セキュリティリスク

災害リスク

気候変動リスク

 

 

 

事業リスクリターン管理主要リスク

収益悪化リスク

　 ［市況変動リスク］ 
［資産時価変動リスク］ 
［為替変動リスク］ 
［金利変動リスク］ 
［その他重要なリスク］

 
経済活動変動リスク

ヒストリカルデータなど統計
的手法による最大損失発生
額をリスクとして算出

“K” VaCS –“K” LINE Value after Cost of Shareholders’ equity–

“K” VaCS = 税引後当期純利益 – （事業リスク量 × 株主資本コスト）

  株主資本コストを意識した当社独自の経済的付加価値を示す収益指標

“K” RIC –“K” LINE Return on Invested Capital–

“K” RIC = 税引後利払前事業収益 ÷ 投下資本
（注） 原則として、“K” RIC＞ハードルレートとして利用。ハードルレートは、部門別WACC（リスクベース）などを用いる。

  資本コストを意識した企業価値向上を図る当社独自の効率性指標
   収益率を基準とし、投下資本に見合ったリターンを上げることを促す

計算式

計算式

事業ポートフォリオ転換の実現

市況影響型 
事業

戦略的 
成長分野

安定収益型 
事業

競争力 
強化

事業統合による 
安定化

維持 
拡大

拡充

コンテナ船 
事業

事業リスク

性
益
収
る
れ
ら
め
求
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考え方

体制

方針

　国内外の法令や社会規範を遵守し、公正、透明、自由な競争および適正な取引を行います。
　当社は、「グループ企業行動憲章」を制定し、法令および企業倫理の遵守（コンプライアンス）を当社グループ企業の行動原則の一つとして掲げています。また、より具体的な指針として「川崎汽船グループ 
グローバルコンプライアンスポリシー」（以下、グローバルポリシー）を制定し、当社およびグループ会社の役職員に遵守を義務付けています。

グループコンプライアンス体制の強化

　グローバルポリシーは、グローバルなレベルでのグループコンプライアンス体制を強化するため
のもので、当社およびグループ会社役職員に遵守を義務付けています。また、専任部署によるセミ
ナー開催、ガイドブック配布、専門委員会の活動などを通じて、グローバルポリシーが当社およびグ
ループ会社役職員の日常業務の行動指針となるよう取り組んでいます。

コンプライアンス推進体制

　社長が委員長を務めるコンプライアンス委員会を通じて、当社およびグループ会社のコンプライ
アンスを担保するための方針およびコンプライアンス違反に対する対応措置を審議しています。ま
た、コンプライアンスの最高責任者であるCCO（チーフコンプライアンスオフィサー）の下、組織全
体のコンプライアンス体制を強化しています。

通報・相談窓口

　当社は、当社および国内グループ会社の役職員からの相談・通報を受け付ける「ホットライン窓
口」に加えて海外グループ会社の役職員からの相談・通報を受け付ける「グローバルホットライン窓
口」を設置するとともに、お取引先さまからの相談・通報を受け付ける「お取引先さま相談・通報窓
口」も設置し、国内外にわたる当社グループの事業でのコンプライアンス問題の未然防止とリスクの
早期発見および是正に取り組んでいます。また通報に関する情報の秘密保持と通報者保護を徹底
し、通報者が安心して利用できる体制を整えています。

個別ポリシー I 競争法 個別ポリシー IV データ保護法

個別ポリシー II 反贈収賄法

川崎汽船グループ
グローバルコンプライアンスポリシー

個別ポリシー III
経済制裁・反マネーロンダリング

コンプライアンスの推進・強化
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対象 相談・通報窓口 受付内容

グループ役職員

内部窓口
・ コンプライアンス全般（例：独占禁止法関連・腐敗
行為全般・情報漏洩、労働法関連など）
・ハラスメント

外部窓口（弁護士）

監査委員窓口

ハラスメント相談・通報窓口 ・ハラスメント

お取引先さま

お取引先さま相談・通報窓口
・ コンプライアンス全般（例：独占禁止法関連・腐敗
行為全般・情報漏洩、労働法関連など）
・ハラスメント

フリーランス相談・通報窓口 ・ハラスメント

人権に関する相談・通報窓口
・ 人権関連全般（例：差別・暴力行為・ハラスメント・
長時間労働・強制労働・児童労働・労働者への賃
金の未払いや遅延など）

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/governance/compliance/main/0/teaserItems1/01/linkList/0/link/in Japanese K Line Group Global Compliance Policy.pdf
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/governance/compliance/main/0/teaserItems1/01/linkList/00/link/in Japanese Individual Policy I Competition Law Policy.pdf
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/governance/compliance/main/0/teaserItems1/01/linkList/01/link/in Japanese Individual Policy II Anti-Corruption.pdf
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/governance/compliance/main/0/teaserItems1/01/linkList/02/link/in Japanese Individual Policy III Sanctions, Anti-Money Laundering.pdf
https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/governance/compliance/main/0/teaserItems1/01/linkList/03/link/in Japanese Individual_Policy_IV_Data Protection Law .pdf


コンプライアンスの推進・強化

取り組み

独占禁止法遵守の取り組み

　役職員に対し、独占禁止法遵守規程の遵守を徹底させるため、専任部署による継続的な教育・啓
蒙活動の推進を通じて、競争法コンプライアンス意識の向上に取り組んでいます。同業他社との接
触については、事前の届出・承認、内容の記録作成・保存等を厳格に運用し、さらに業務監査による
施策の実施状況の監視・監督も行っています。

贈収賄防止の取り組み

　贈収賄防止規程および贈答規程を運用し、贈収賄防止
に取り組んでいます。また、贈収賄防止の実効性を高める
ために、当社は、腐敗のない海運業界を目指し取り組みを
行っているMaritime Anti-Corruption Network 

(MACN)のメンバーとして、反腐敗・贈収賄防止の取り組
みを強化しています。

経済制裁規制遵守の取り組み

　各国で経済制裁が厳格化している状況を受け、当社では新規取引やリスクの高い国・地域への貨
物輸送においても、商流関係者や資本関係等を確認するなど、経済制裁に抵触しないようデューデ
リジェンスを徹底しています。また、外部専門業者のサービス等も活用して、取引先の継続的なモニ
タリングを行っています。

個人情報保護

　世界各国における個人情報保護に関する法規則・執行強化の状況を踏まえ、当社ではポリシーを
策定し、役職員に遵守を義務付けています。また、システム面ではアクセス権限の制御、 監視体制の
強化などの技術的施策を講じ、外部委託先に対しても厳格な管理を行うことで、 個人情報漏洩リス
クの低減に努めています。さらに、役職員への定期的な教育・研修を通じて、個人情報保護の重要性
についての認識向上を図っています。

コンプライアンス意識向上の取り組み

　毎年11月をコンプライアンス月間と位置付け、当社およびグループ会社役職員にコンプライアンス
の重要性を再認識させるため、社長メッセージを配信するとともに、競争法や腐敗防止などのテーマ
を含むコンプライアンスeラーニング研修、外部講師を招いてのコンプライアンスセミナーを開催して
います。また、階層別人事研修の中でコンプライアンス研修を実施し、個別テーマ（インサイダー取引
規制、ハラスメント防止など）に関するセミナーも、適宜開催しています。このほかにも、関連する社内
規程や過去のコンプライアンス研修資料をまとめた社内ポータルサイト「360°Compliance」によ
り、当社役職員がいつでも参照できるようにし、特に注意喚起を要するコンプライアンス関連の重要
事項を「コンプライアンス通信」として適宜配信するなど、コンプライアンス意識を高める取り組みを
継続して行っています。
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コンプライアンスの推進・強化

税務管理

　関連法令および国際ルール等を遵守し、適切な納税を行い、税務の透明性を確保することをグ
ローバルコンプライアンスポリシーに定めています。租税回避を意図したタックスヘイブン活用や濫
用的な税務プランニングは行わず、税務当局との良好な関係維持に努めます。

関連データTcompliance 認証

　当社は、国際商取引におけるコンプライアンス体制の整備について第三者認証機関「Tcompliance」
の認証を取得しています。

Tcertification ID：TC3172-6090
 
　Tcomplianceは多国籍企業のコンプライアンス（法令遵守）活動を支援
し、国際商取引の透明性を高めることを使命とする非営利組織です。詳細は
以下をご覧ください。

Tcompliance
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※ 外部窓口への通報を含む、当社内部通報制度に基づく通報件数。2024年度において対外的な開示が必要とされる重大な影響を及ぼすような通
報事案はありませんでした。

2022年度 2023年度 2024年度

内部通報窓口への通報件数※ 通報（件） 3 7 6

腐敗（贈収賄）に関連した罰金、課徴金

発生（件） 0 0 0

罰金・課徴金（千円） 0 0 0

懲戒解雇職員（人） 0 0 0

コンプライアンス研修受講者数・受講率
（当社役職員）

受講者数（名） 854 902 996

受講率（%） 97 99 100

https://www.tcompliance.com/


サステナブル調達方針およびサプライヤーサステナビリティガイドライン

　川崎汽船グループ（以下「当社グループ」）では、「お客さまから信頼されるサービスの提供」と「持続可能な社会への貢献」の実現に不可欠なパートナーであるお取引先さまとの、相互の信頼関係の確立
と共生を図っています。サプライチェーン全体における持続可能性（サステナビリティ）への取り組みをお取引先さまとともに推進すべく、2025年8月、当社グループは、2006年に策定した「購買方針」およ
び2016年に公表したお取引先さまへのお願い事項である「サプライチェーンにおけるCSRガイドライン」を発展的に見直し、2025年8月、経営会議での承認および取締役会への報告を経て新たに「サステ
ナブル調達方針」および「サプライヤーサステナビリティガイドライン」を策定いたしました。

考え方

川崎汽船グループ サステナブル調達方針

▲

  サステナブル調達方針

持続可能な社会への貢献のために、お取引先さまおよびその関係者との健全かつ公正な関係を維持し、以下の方針に基づき取引を行います。

1. お取引先さまの選定にあたっては、公平に機会を設け、品質、価格、納期などに加え、社会や環境への配慮を含めた公正な評価により判断します。

2. 法令、社会規範および企業倫理を遵守した調達活動を行い、お取引先さまおよび関係者との相互の信頼・協力関係を築きます。

3. 人権尊重、労働安全衛生関連の法令遵守、環境保全等、社会的責任と持続可能性に配慮した調達活動を行います。

4. お取引先さまと適正な取引を行い、サプライチェーン全体の共存共栄を図ります。取引対価等の取引条件の決定に際しては、協議の機会を定期的に設けるなど、十分な協議を行います。

5. 調達活動を通じて得た情報を適切に管理します。

川崎汽船グループ（以下「当社グループ」）がお客さまから信頼されるサービスを持続可能な形で提供するためには、お取引先さまのご支援、ご協力は不可欠です。当社グループは、お取引先さまと相互の信

頼関係を確立し、持続させ、ともによきパートナーとして社会で共生できるような関係を構築するよう努力を続けます。

サプライチェーンマネジメント
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　これに加えて当社グループでは、サプライチェーン全体における持続可能性（サステナビリティ）への取り組みをお取引先さまとともに推進すべく、「川崎汽船グループ サプライヤーサステナビリティガイドラ

イン」を策定しています。

川崎汽船グループ サプライヤーサステナビリティガイドライン

川崎汽船グループ（以下、「当社グループ」）は、事業活動を通じて人々の豊かな暮らしと持続可能な社会づくりへ貢献したいと考えています。これは、お取引先さまの協力なしに当社グループが取り組むこと

だけでは実現することができません。以下に述べる「川崎汽船グループ サプライヤーサステナビリティガイドライン」（以下、「ガイドライン」）では、持続可能な社会づくりに向けたさまざまな要請を記してい

ます。お取引先さまにおかれましては、それぞれの項目の内容に対する理解および自主的な取り組みをお願いいたします。

▲

  「ガイドライン」の適用範囲について

本ガイドラインは、当社グループの企業が共に業務を行う以下のお取引先さまを対象として適用し

ます。 

 •  当社グループの集荷・営業活動に関わるお取引先さま 

 •  本船運航や荷役作業に関わるお取引先さま
 •  船舶管理や修繕、解撤などに関わるお取引先さま 

 •  その他製品・サービスを当社グループに提供されるお取引先さま

▲

お取引先さまに取り組みをお願いする事項

1. 人権の尊重 

  当社グループでは、事業活動に関わる全てのステークホルダーの人権を尊重するとともに、 グ

ループ従業員の安全で働きやすい職場環境の整備・向上を図り、ゆとりと豊かさを実現するこ

とを目指しています。お取引先さまにおかれましても、事業の推進において以下の点に対する留

意・取り組みをお願いいたします。 

 •  従業員の基本的人権の尊重 
　従業員の基本的な人権を尊重し、人権侵害を行わない。

 •  強制労働や児童労働の排除 
　 従業員に対して、長時間労働を含む労働の強制を行わず、債務労働や人身売買および奴隷的労

働を含めた一切の強制労働は意図せぬ加担も含めてこれを排除し、また児童労働の実効的な排

除に努める。 

 •  各国の労働関連法令の遵守 
　 各国の労働関連法令を遵守し、法令を犯すような行為をしない。 従業員の結社や団体交渉の自

由を、事業活動を行う国・地域の現地法に従い尊重する。

 •  雇用や処遇面での平等な扱い 
　 従業員に対して雇用や処遇の面で、国籍、人種、民族、性別、性的指向、性自認、信条、 宗教、障が

いの有無を含むいかなる理由による差別をせず、平等な扱いに努める。

 •  ハラスメントの防止 
　 パワーハラスメントやセクシュアルハラスメントなど、あらゆる形態のハラスメントや個人の尊厳

を傷つける行為の防止に努める。 

 •  安全や健康に配慮した職場環境の整備 
　 従業員の安全や健康を確保し、長時間労働や労働災害、疾病などを未然に防ぐための、職場環

境の整備に努める。 

 •  適正な賃金の支払い 
　 従業員に対して、最低賃金や超過勤務手当などに関する各国の法令を遵守した上で、実際の労

働に見合った適正な賃金の支払いを行う。 

 •  地域住民の人権への配慮 
　 事業活動を行う地域の住民（先住民を含む）の権利（土地、森林、水資源に関するものを含む）を

尊重し、配慮に努める。自社の施設等で警備員を使用する場合には、地域の住民の権利を不当に

侵害しないことを確保する。

※本項での従業員には、有期雇用の従業員、派遣社員を含むものとする。
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2. 法令や社会規範の遵守
  当社グループでは、国内外の法令や社会規範を遵守し、公正、透明、自由な競争および適正かつ誠実
な事業活動を行うべく取り組むとともに、法令またはその他の規制や基準と自社の定める方針や基
準が異なる場合は、より厳しい要件に従うよう努めています。お取引先さまにおかれましても、当社グ
ループにサービスや製品をご提供いただく過程において、以下の点に対する留意・取り組みをお願い
いたします。

 •  各国における法令や社会規範の遵守 

事業を行う各国・地域における関連法令ならびに社会規範を遵守する。対象となる法令等として、
例えば以下を想定する：競争法、腐敗防止・反贈収賄法、知的財産権の保護やインサイダー取引の
禁止に関する法令、安全保障貿易管理に関する法令、下請法、外為法、個人情報保護法、等。
 •  不正行為や不適切な利益の排除 

事業を行う上で誠実かつ公正な行動に努め、贈収賄や反競争的行為、利益相反行為等を通じた不
適切な利益の享受や不正行為を排除する。また、内部通報制度などにより不正行為の未然防止と
早期発見を図るとともに、通報に関する情報の秘密保持と通報者保護を徹底する。
 •  取引先との適正な取引条件の設定 

関連する法規制を遵守し、公正かつ自由な競争ならびに適正な取引を行う。サプライチェーン全体
での付加価値向上に取り組み、共存共栄を図る。
 • 個人情報の保護・管理 

顧客、取引先、従業員等から入手した個人情報・顧客情報・プライバシーに関する情報は、法令や社
会規範に則り、厳重に管理する。
 •  知的財産の適切な保護 

事業に関わる関係者の知的財産を尊重し、不正入手・使用や権利侵害を行わない。また、 技術やノ
ウハウの移転は、知的財産権が守られた形で行う。 
 •  企業情報の適切な開示 

関連する法令に基づき、財務情報などを含む事実および企業情報を適時適切に開示する。

3. 安全かつ最適なサービスの提供
当社グループでは、船舶の安全運航および乗組員と貨物の安全確保を最優先課題として取り組む

とともに、お客さまを第一に考えた、より高品質で安全かつ最適なサービスを提供することを目指
しています。お取引先さまにおかれましても、当社グループにサービスや製品をご提供いただく過
程において、以下の点に対する留意・取り組みをお願いいたします。 

 •  輸送および荷役における安全の確保 

全社的な安全管理体制のもと安全に関する方針を社内に周知させ、従業員に対する教育訓練や安
全性に配慮した設備・機器等の使用、その他の安全確保に向けた取り組みを計画的に実施すると
ともに、それらの継続的改善に努める。

4. 環境問題解決への主体的な取り組み
  当社グループでは、持続的な社会の実現に向け、環境問題への取り組みを人類共通の課題と認
識し、企業の活動と存続に必須の要件であると位置づけるとともに、自社・社会の低炭素化およ
び脱炭素化に向けた主体的な取り組みを進めております。お取引先さまにおかれましても、当社
グループにサービスや製品をご提供いただく過程において、以下の点に対する留意・取り組みを
お願いいたします。

 •  環境汚染の防止および環境負荷の低減 

地球環境の保全に向けて、事業の遂行によって発生する環境負荷の低減と水、土壌、大気や騒音を
含めた環境汚染の防止を意識し、低減と防止に向けた取り組みを行う。 
 • 気候変動問題・脱炭素化への対応 

喫緊の課題である気候変動問題への対応として、自社からの温室効果ガス（GHG）の排出量を把
握し、その削減や脱炭素化に向けた取り組みを行う。 
 • 生物多様性の保護
事業活動が生物多様性に与えるリスクを認識し、その軽減に向けた取り組みを行う。
 • 水資源の保全 

水資源の使用量を把握し、その削減に努めるとともに、水資源の汚染防止に向けた排水管理など
の取り組みを行う。
• 廃棄物の削減およびリユース／リサイクルの促進 

廃棄物の総量を管理し、その削減に努めるほか、可能な範囲でリユースおよびリサイクルに努める。  
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• 資源・エネルギー消費の削減および再生可能エネルギーの活用 

限りある資源やエネルギーの保護に向けて、事業の遂行に必要となる資源・エネルギーの消費削
減を意識し、削減に向けた取り組みを行うとともに、再生可能エネルギーの活用推進に努める。 
• 当社グループの事業活動に関わる環境負荷の低減への積極的な助言・提案 

地球環境の保全や資源・エネルギーの保護に向けて、当社グループの事業活動に関わる環境負荷
の低減を意識し、低減に向けた助言や提案を行う。 
• 環境関連の条約・法令・規制の遵守 

温室効果ガスやバラスト水の排出、騒音や水質・土壌汚染の防止、化学物質の管理など、 環境に関
する国際条約や事業を行う各国・地域における法令・規制を遵守する。

5. リスク管理の徹底 

 当社グループでは、事業活動全般に生じ得るさまざまなリスクを認識し、企業の社会的責任を
果たすべく、リスク対策を徹底するよう努めています。お取引先さまにおかれましても、以下の点に
対する留意・取り組みをお願いいたします。

• 情報セキュリティ／サイバーセキュリティ対策の徹底 

情報システム、ネットワークのセキュリティを強化し、サイバー攻撃の脅威への対策を徹底する。ま
た、当社グループとのお取引を通じて知り得た機密情報の管理と保持に努め、情報の漏洩や流出を
行わない。 
• 緊急対応能力の確立と事業継続計画の整備
重大な事故等が発生した場合に備え、適切かつ柔軟に必要な措置を講じることができるよう、社内
体制やマニュアルを整備するとともに十分な訓練を実施する。また、大規模自然災害や感染症など
の緊急事態に備え、平時より事業継続計画を整備し、対応能力の向上に努める。

• マネー・ロンダリング等の防止および社会秩序や市民の安全を脅かす団体・個人との関係遮断 

社会秩序や市民の安全を脅かす団体・個人（それらとの関係の存在が疑われる者を含む）との関係
を一切遮断し、これらによる不当な求めに対しては断固、反対の態度を貫くとともに、マネー・ロン
ダリングやテロ資金供与への関係者を一切排除する。

▲

 お取引先さまにおける取り組みのあり方について
  お取引先さまに向けた上記の要請事項については、自ら取り組みを行うばかりでなく、お取引先
さまが事業を行う上でのサプライヤーの各企業に対しても、周知徹底と適切な依頼・指導を行っ
ていただくようお願いいたします。 また、「ガイドライン」をお取引先さまの社内やサプライヤー
に展開するにあたっては、内部の業務のしくみに組み込み、役職員の意識啓発を行いながら、適
切なマネジメントを行うようお願いいたします。 お取引先さまの所在国における法令またはそ
の他の規制や基準と、「ガイドライン」の内容とが異なる場合、お取引先さまにおかれましては、
より厳しい要件に従って業務を行っていただくようお願いいたします。 当社グループでは、お取
引先さまが「ガイドライン」に対する適切な取り組みを行うことを通じて、お取引先さまとの相互
の信頼・協力関係が築かれることを目指します。このため、お取引先さまにおける取り組み状況
に対して、当社グループによる聞き取りや改善をお願いすることもございますので、ご協力のほ
どよろしくお願い申し上げます。

 以上
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取り組み

サステナブル調達の取り組み

　P.104～107の川崎汽船グループ 「サステナブル調達方針」および 「サプライヤーサステナビリ
ティガイドライン」を社内およびお取引先さまに周知、浸透させるべく、以下の取り組みに着手してい
ます。

 •  ニュースレターによる社内・グループ内への周知
　 　三ヶ月に一度、本社・国内外のグループ会社の役職員宛に発信しているニュースレター
「Sustainability News」において、サステナブル調達の考え方や最新の動向について情宣し、社
内・グループ内への浸透を図っています。

 •  チェックリスト（Self-Assessment Questionnaire）を用いたお取引先さま向けアンケートの 
実施

　 　お取引先さまのサステナビリティに関する取り組み状況を把握・評価するため、当社独自の
チェックリスト（Self-Assessment Questionnaire）を用いたアンケート調査を2025年度下期よ
り開始しました。このアンケートは、お取引先さまに自社のサステナビリティの推進の仕組みと実
施把握について自己評価を行っていただくことを目的として実施しているものです。2026年度以
降は調査対象となるお取引先さまの範囲を拡大するほか、国内外のグループ会社にも展開する予
定です。

 •  グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ） サプライチェーン分科会活動への参加
　 　国連グローバル・コンパクト（UNGC）の日本におけるローカルネットワークであるGCNJの

テーマ別分科会の一つであるサプライチェーン分科会の活動に積極的に参加し、最新の情報収集
や他の分科会メンバー企業との情報交換を行うとともに、他企業との協働でサステナブル調達の
啓発ツールやサステナブル調達担当者の実践ツール制作に関与しています。また、2025年度は同
分科会の共同幹事を務めています。

 •  「パートナーシップ構築宣言」の公表
　 　「サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携」と「振興基準の遵守」に重点的に取り組むべ
く、「パートナーシップ構築宣言」を公表しています。

パートナーシップ構築宣言
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株主・
投資家

地域社会・
国際社会

お客さま

従業員お取引先

ステークホルダー 基本方針 主な対話方法

お客さま 対話を通じてお客さまのニーズを見極め、それを満たすために自分たちが何をなすべきかを考え提案し、実践するという
プロセスを通じて、サービス品質の向上に努めます。 ●営業活動　●訪船（荷役見学）　●船内見学会の開催 

株主・投資家 株主・投資家の皆さまの期待に応えるためにIR方針を定め、企業情報を適時・適切に開示し、各種説明会などを通じ双
方向のコミュニケーションを図ることで、企業価値の一層の向上を目指しています。

●株主総会　●決算説明会　●国内外IR・SR面談　●スモールミーティング　
●事業説明会・施設見学会　●個人投資家向けIR

お取引先 お客さまから信頼されるサービスを提供するためには、お取引先からのご支援とご協力が不可欠です。相互の信頼関係
を確立しながら、お客さま満足度を高める上で欠かせないパートナーとして、共生を図ります。 ●船主安全対策連絡会　●船主懇談会　●グループ経営協議会　●船内見学会の開催 

地域社会・国際社会
グローバルに事業を展開する海運企業グループとして、社会の持続的な発展に貢献していくためには、地域社会・国際
社会との対話が欠かせません。“K” LINEグループ各社は、それぞれの拠点における地域社会とのコミュニケーションを
通じて社会のニーズに応え、信頼される企業を目指します。

●各種見学会の開催（船内見学会・研修所見学会）　●里山保全活動　●「世界海洋デー」にあわ
せた世界同時清掃　●ランチタイムオフィス周辺清掃　●ボランティア活動への参加　●災害被災地
への復興支援　●講演・研修への講師派遣　●自治体との連携 　●学生の企業訪問受け入れ 

従業員 従業員の基本的人権を尊重し、一人ひとりの能力を最大限に発揮できるよう研修制度の充実を図り、また、いきいきと
安心して働きやすい職場環境の整備に取り組みます。

●人事評価面談　●労使協議　●本社診療所での専門医によるメンタルヘルス相談 　
●社外相談窓口としてEAP制度の導入 

考え方

基本方針

　“K” LINEグループは事業活動をグローバルに展開しているため、お客さま、株主・投資家、お取引
先をはじめ、従業員、地域社会・国際社会など多様なステークホルダーとの良好な関係構築が欠かせ
ません。ステークホルダーとの双方向のコミュニケーションを通じ、社会からの期待や要請を自社の
事業活動に取り入れ、企業としての社会的責任を果たすべく努力を続けていきます。
　また、「川崎汽船コーポレートガバナンス・ガイドライン」第3章「株主以外のステークホルダーとの
適切な協働」（P.82参照）では、「会社の持続的な成長と企業価値の向上を図るため、従業員、顧客、
取引先、債権者、地域社会をはじめとするさまざまなステークホルダーとの適切な対話と協働と、こ
れらのステークホルダーの権利・立場や健全な事業活動倫理を尊重する企業文化・風土の醸成に努
める」ことを掲げています。

ステークホルダーエンゲージメント
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ステークホルダーエンゲージメント

関連データ

業界団体等および社会貢献活動への支出額

項目
年度

2022年度 2023年度 2024年度

政治団体＊ 3.3 3.3 2.6

経済団体 0.0 0.0 0.0

その他業界団体 7.5 8.0 8.3

社会貢献活動（うち寄付金） 9.2（9.2） 14.8（14.8） 34.6（34.6）

合計 20.0 26.1 45.5

IR活動実績

項目 単位
年度

2022年度 2023年度 2024年度

国内IR・SR＊1 社（人） 110（121） 130（143） 140（149）

海外IR・SR＊1 社（人） 135（175） 175（209） 247（283）

スモールミーティング 社（人） 96（101） 64（66） 97（99）

事業説明会・施設見学会 回 0 2 3

個人投資家向けIR＊2 回 2 2 3

＊1 2020年度より国内・海外IRにESG面談の件数を追加
＊2 個人投資家向けIRはオンライン説明会、証券会社営業担当者向け説明会も含む

＊ 政治団体への支出については、政治資金規正法を遵守し、適切な社内手続きに従って実施しています。

（単位：百万円）
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考え方

川崎汽船におけるDX戦略の概要

　当社は、2022年5月発表の中期経営計画において、“K” LINEグループならではの技術・専門性を
磨き上げお客さま固有のニーズに合致した付加価値へと転換・進化させる方針を掲げました。DX推
進はこの方針を具体化する機能戦略の一つであり、「DX戦略」として当社が重要と考える「5つの視

点」、それぞれを「3つのステージ」で展開することで、着実なDX推進と競争力強化を図っています。
今後もマテリアリティの変化とDX推進状況をモニタリングすることで柔軟かつ迅速にDX戦略を 
更新していきます。

セキュリティ基盤

DX人材・データ基盤・ITインフラ

Digital  
Transformation 

常に顧客に選ばれる“K”LINE

AI IoT Big Data

コアバリュー

安全・環境・品質

エコシステム参画 パートナーシップ深化
 

DXにより目指す姿 5つの視点　～具体的な取り組み～

陸上のDX
・業務のデジタライゼーション推進とサービス品質の向上
・顧客要望・社会課題への柔軟な対応
・新たな価値の提供

海上のDX
・船舶デジタライゼーション強化
・自動運航技術の深度化
・船員負担軽減と安全運航の堅持

データのDX
・徹底的な高品質データの収集と利活用基盤の構築
・社内外のシステム連携とデータドリブンな意思決定
・顧客や他社とつながるエコシステムに参画

人材のDX
・DX人材の育成と全社員レベルアップ
・トップダウン・組織横断の推進体制、現場起点の取り組み強化
・グループ横断でのIT/DXを推進

DXを支えるセキュリティ
・組織、技術、人／文化を組み合わせた高度セキュリティ基盤
・脅威対策を日 ・々確実に実行する体制・方針の整備
・継続的なセキュリティ高度化

デジタルトランスフォーメーション（DX）
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デジタルトランスフォーメーション（DX）

　「陸上のDX」では、業務のデジタライゼーションを進め、貨物情報やCO2排出量等をはじめとする
情報の見える化、データの利活用や、DXに向けたレジリエンスなIT環境の整備により顧客要望・社
会ニーズの変化に柔軟に対応するとともに、データとデジタル技術を駆使してサービス品質の向
上・均質化を図り、お客さまに新たな価値を提供することでパートナーシップの深化を図ります。
　「海上のDX」では、船上業務のデジタル化と船舶データの収集・活用を進めるほか、センシング技
術やデジタルツイン、舶用AI等の先端技術を用いて、自動制御技術の確立を目指しています。加え
て、3極グローバル・モニタリングや運航支援システムの確立によって安全運航管理体制を強化する
とともに、高度なデータ解析を船上でも実現できる環境整備を行っています。当社が長年にわたり
培ってきた安全運航に関する知見と、故障予知・診断技術をはじめとする先進・デジタル技術の融合
によって、乗組員の負担軽減と安全運航の堅持および将来の自動運航技術のさらなる深度化を目指
します。
　「データのDX」では、データ利活用を前提とした業務のデジタライゼーションとともに、生成AI等
の最新テクノロジーも活用したデータ統合基盤の整備と活用を推進しています。自社データだけで
なく、オープンデータや他社データを取得・分析・活用する仕組みを構築することによって、経営から
現場までデータに基づく迅速な意思決定ができる体制を目指すとともに、企業間のデータ連携・活
用を通じた顧客や内外のさまざまなステークホルダーとのパートナーシップを一層深化させ、社会・
海運業界への新たな価値創出を目指します。

　「人材のDX」では、海運会社である当社におけるDX人材に必要なスキルと知識を明確化し、それ
らの習得を目指したDX人材育成プログラムを実施しています。ビジネス変革をリードする「牽引層」
の育成、データやデジタル技術を活用した企画の立案・推進能力を持つ「活用層」100名の育成、
全社員を対象にデジタルを活用した課題解決ができる「利用層」の育成を進め、全体の底上げを図
ることにより競争力の向上を目指します。経営層を中心とした組織横断のDX推進体制、ボトムアッ
プによる現場起点の取り組みの両方を強化するとともに、グループ横断でIT/DXを推進し、ステーク
ホルダーとの共創体制の実現を目指します。
　「DXを支えるセキュリティ」では、2021年に作成したセキュリティ対策に関するロードマップを更
新し、セキュリティロードマップ2.0を策定しました。セキュリティ対策は、当社だけではなくグループ
全体で推進することが肝要なため、グループ全体で責任と役割を明確にし、サイバーインシデントに
的確に対応できる体制を築いています。最新テクノロジーを取り入れた技術的対策導入のほか、
セキュリティ教育・啓発活動を通じ、安全・安心・安定、強靭なIT基盤の下でDXを推進し、セキュリ
ティ管理においても継続的な高度化を図ります。
　なお当社は、経済産業省が定めるDX認定制度に基づく「DX認定事業者」に選定されています。

推進体制

DX推進体制

　2025年3月にCDIO（Chief Digital Information Officer）を設置し、DX推進体制を強化しま
した。また同時にデジタライゼーション戦略グループを「デジタル戦略グループ（DSG）」と「IT・ビジ
ネスプロセスグループ」に再編、さらに10月にはIT・ビジネスプロセスグループ内のチーム編成を2
チーム体制から3チーム体制へ改編し、組織全体での人員を増員させました。全社的なデータドリブ
ン経営の高度化を支援し生成AI等の先端技術を活用するとともに、顧客ニーズの多様化・深度化に
伴う全社横断的な業務プロセス改善を継続的に実施しています。これによりDX推進のために必要

な調査、研究、提案、推進、環境整備が迅速に行えるようになりました。
　また、全従業員を対象としたDX研修の実施、海上・陸上を合わせた具体的なDX案件を通し、ボト
ムアップによる現場起点のDX推進に取り組んでいます。さらに2025年度より全グループ長をメン
バーとしたデジタル会議を開始し、トップダウン・ミドルアップダウン・ボトムアップの三方を強化した
DX推進を加速させています。
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デジタルトランスフォーメーション（DX）

取り組み

各部門とのDX取り組み強化

　2022年には社内各部署にDX担当を任命しました。DX担当は各部門のDX推進をリードする役
割に加え、全社的視点からアイデアソン（“K” LINE D+サロン）によるDXアイデア創発などに取り
組んでいます。各部門ではそれらの取り組みを経ていくつかの実証実験を並行して進めており、実際
に新しいサービスとして稼働を開始した案件や開発段階に入っているアイデアもあります。今後も
部門横断的に自由にさまざまなアイデアを出し合い、新たなサービスや事業の価値創出を推進して
いきます。このアイデアソンに参加した社員数は160名を超え、実際のアイデアのみならず、アイデ
アを創造・議論する過程で培われる「失敗を恐れず挑戦するマインド」も当社の社風・文化の醸成
に一役買っていると期待しています。

外部パートナーとの取り組み強化

　DSGでは当社グループ内のITプロフェッショナル集団である株式会社ケイライン ビジネス シス

テムズと一体となって、当社の基幹業務システムを中心に当社グループのIT化、デジタル化を牽引し
ています。同社は総合物流業務に長けた専門家人材を多く擁していますが、変化の激しいデジタル
の世界において、全方位全ての最新技術を自社グループで賄うことは難しく、またそれが最適とされ
ない場合もあります。
　当社では、専門分野の外部プロフェッショナルのサポートを受け、ときにはプロジェクトメンバーと
して協業するなど、柔軟な体制を整え活動しています。またビジネス領域のみならずアカデミアの
団体・個人とも共同研究を推進しています。自社の利益追求のみを目指すのではなく、海運業界・
物流業界の社会課題解決にも尽力すべく、広く外部パートナーと協力した取り組みにも積極的に
チャレンジしています。
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　当社グループは、世界の経済活動を支える物流インフラとして、安全・安心な海上輸送および物流サービスを提供するため、情報セキュリティの確保と向上へ対策を講じています。

セキュリティBCP

　サイバー攻撃による有事の際のシステム障害対応要領を策定し、復旧時間を極力短縮化するた
めのマニュアルを準備しています。CSIRTにおける初動対応マニュアルも整備し、有事の際の迅速
かつ包括的な行動を取れるよう組織を強化しています。

セキュリティ教育

　当社では年に２回のeラーニング、フィッシングメール訓練を通じて継続的なセキュリティ教育・
啓蒙活動を行い、グループ役職員の意識および対応力の向上を図っています。

国内外グループ会社への取り組み

　当社の定めるセキュリティスタンダードを国内外グループ会社へ配布し、強化を進めています。
また各社でセキュリティセルフアセスメントを実施し、強化すべき項目・拠点から順次強化に取り組
んでいます。

　前述のセキュリティ教育やCSIRTの取り組み等も当社のみならず国内外グループ会社とも一体
となった取り組みとしており、“K” LINEグループ全体でセキュリティ向上に努めています。

船上セキュリティの取り組み

　2020年よりK Line Ship Cyber Security指針を船舶管理会社へ展開し、船舶のセキュリティ
向上に努めてきています。
　これまで陸上と船上のセキュリティは個別に取り組みを行っていましたが、今年度よりその機
能をＩＴ・ビジネスプロセスグループへ集約し、船陸のシナジーも追求した活動を開始しています。
その活動の第一歩として、リスクの可視化と今後の船上セキュリティ強化の計画作成に着手して
います。

考え方

　サイバーセキュリティ対策として、ITガバナンス強化、認証レベルの向上、マルウェア・情報漏えい対策の各観点から、①守るべき資産の特定、②自動防御、③自動防御されなかった攻撃の検知、④攻撃を
受けてしまった場合の対応、⑤復旧活動に課題を切り分け、各種施策を総合的に取り進めており、グローバルでサイバーインシデントに的確に対応できる組織を構成しています。

推進体制

　2021年にセキュリティ対策に関する計画を作成し、継続的に強化を進めてきました。当初計画の対策がおおむね完了したこと、昨今の技術革新、新たなサービスの登場などから当社のセキュリティ対策
を再検討し、2024年に計画をバージョンアップしてさらなる強化を行っています。具体的には以下の取り組みを実施しています。

取り組み

情報セキュリティ
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　当社は、安全・船舶品質管理、環境・技術の高度化、DXの3機能を強化の上、各事業と掛け合
わせて、その機能が生きる領域を拡大していく方針です。「安全・船舶品質管理」では、 当社の高
いレベルの海務・海技力を、船員の確保育成と増強を通じてさらに強化します。これら海務・海技
力の磨き上げにより、環境負荷の低い船の運航や新たな燃料を含めた難易度の高い貨物ハンドリン
グの領域を拡大させていきます。「環境・技術の高度化」では、足元で、エネルギー消費削減を徹
底しながら、LNG焚き船の投入を進めていますが、LNGに続いた次世代ゼロエミッション船の投

入検討を進めています。社会と顧客の脱炭素化に向けた需要は、 長期的にみると継続的に高まっ
ていくと考え、 新たな燃料のサプライチェーン構築にも貢献しながら、顧客がもとめる付加価値提
供を実現していきます。「DX」については、運航・積付など海運業特有のデータ活用や、CO2削減
管理を高度化することで、付加価値の創出を目指しています。加えて、デジタル化の徹底と、AIな

どの活用による効率化・合理化を推進することで、事業付加価値の拡大・創出、競争力の向上、デー
タドリブンな経営の高度化を目指します。

　当社は、事業の持続的成長のために、「安全・船舶品質管理」、「環境・技術の高度化」、「DX」の
3つの機能の強化を図っており、「環境・技術の高度化」に向けては、環境・技術戦略グループ、造
船技術グループ、海洋技術グループ、性能技術グループの4つの組織を中心に、 調査・研究・開発・
運用に積極的に取り組んでいます。環境・技術戦略グループでは、世の中の環境・技術に関する動
向を把握し、当社の進むべき戦略を磨き上げ、造船技術グループでは、アンモニアや水素などの代
替燃料技術やCO2回収技術を活用した海上輸送サービスの研究開発に取り組んでいます。さらに、
この4月に新設したフロントエンジニアリングチームでCO2輸送や水素輸送など、社会のGHG削減
を支援するサービスの開発も行っています。海洋技術グループでは、自動運航船や大型浮体式垂直
軸型風車の開発やCO2のバリューチェーン構築など、未開拓の領域に注力しています。また、性能
技術グループでは、運航データやAI解析技術などを用いて、省エネ運航の徹底に取り組んでいます。
これらの取り組みは、当社の高いレベルの海務・海技力によって、持続可能な社会の実現に貢献で
きるものとなります。これらの組織は、「安全、船舶品質管理」を担う、安全品質管理グループ、海
事戦略グループや船舶管理グループ、「DX」を担う、デジタル戦略グループ、IT・ビジネスプロセス
グループと連携しながら、当社の企業価値向上に貢献する革新的なイノベーションを推進していま
す。デジタル技術の活用やデータ分析により、業務の効率化や顧客ニーズへの柔軟な対応が可能と
なり、競争力強化につながっています。当社は、常に最新の技術や研究開発に取り組むことで、市場
環境の変化に柔軟に対応し、持続的な成長を実現していきます。

考え方

推進体制
持続可能な社会の実現への貢献

安全品質管理グループ・海事戦略グループ・船舶管理グループ
海陸連携を強化した船舶管理、顧客密着で支える海技サポート体制、 

将来対応を見据えた船員確保・教育

デジタル戦略グループ
データやAIを活用した新たな価値創造

IT・ビジネスプロセスグループ
安心してイノベーション推進ができるIT・セキュリティ基盤

造船技術グループ
次世代燃料船などのGHG削減技術や 

CO2/水素輸送など社会の脱炭素化を支える 
船の検討。新技術の船への実装。

海洋技術グループ
自動運航、大型浮体式垂直風車の研究開発等、 

新領域での活動。

環境・技術戦略グループ
世の中の環境・技術に関する動向の把握。 
環境・技術戦略、実行計画の策定。

性能技術グループ
性能解析、省エネ技術の採用検討。 

K-IMS, Seawing対応。
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自然エネルギーを利用した自動カイトシステム“Seawing”の導入

　“Seawing”は、船首に取り付けた装置から大型のカイト（凧）を飛ばすことで得られる牽引力を船
の推進力として活用する風力推進補助システムです。カイトが飛ぶ上空300mでは、海面上と比較し
て強い風が安定的に吹いています。この風をとらえて、船舶の運航に伴うGHG排出量を削減するこ
とがSeawingの狙いです。2025年6月に開発の第一段階(フェーズ1)が完了しました。フェーズ1で

は、陸上の試験場で300m2サイズのカイトを使用して張力やシステムの性能検証を行い、良好な結果
を確認できました。2025年7月よりさらなる技術確立および実用化に向けて開発の第二段階(フェー

ズ2)に入っています。フェーズ2では、カイトのサイズをさらに大きくして陸上試験場で牽引性能と信
頼性の確認を実施します。洋上での利用を見据えた操作性と安全性の評価も行った上で、当社が保
有・運航する大型バルクキャリアで海上実証実験を実施する予定です。Seawingの特徴は、カイトの

展開から飛行制御、そして使用後の格納まで、全自動とい
う点です。船橋からの簡単なボタン操作のみで運用が行え
るため、船員には追加の作業負担がほとんどありません。
また、船種を問わない汎用性の高さや、就航後の船舶に搭
載できる点も特徴です。 
　大型バルクキャリアでは、航路や船速にもよりますが、一
般的な重油を燃料とする運航と比べると日本-豪州航路で
平均10%を超えるGHG排出量の削減効果を見込んでい
ます。GHG排出量を2050年頃までにゼロにするという国
際海事機関（IMO）の目標達成に向け、海運業全体として
重油から代替燃料への転換が模索されています。しかし代
替燃料の使用を拡大するには、代替燃料の供給網が整備
されなければなりません。一方、Seawingは、そうした供給
網の整備を待たず、当社が独自でプロアクティブにGHG排
出量削減に向けた取り組みを進められる利点があります。
また、重油に限らず代替燃料においても使用する燃料を減
らせるため、燃料コストの削減にもつながります。

“K”-Assist Project

　船舶の自動運航に向けた技術開発をK-Assist Projectと称して、見張り・操船支援、機関プラント
運転支援に取り組んでいます。海運・造船業界のみならず、他業界のノウハウや技術を取り入れ、将
来の実用化につながる開発を進めています。「人」の力だけでは実現できない安全・品質の高度化を
実現するため、船内のIT/DX化を進めると同時に、AI技術等の先進技術の積極的な活用に取り組ん
でいます。

　トライアル

トライアル

試作完成

試作完成

試作完成 トライアル

フェーズIIの
取り組み内容

 開発予定
2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

見張り・ 
操船支援

安全離着岸 
支援

 機関プラント
運転支援

2015年 2020年 2025年 2030年

フェーズII

・高度なICT・AI技術の積極的活用
・海技ノウハウの結集

船員の意思決定 
サポートシステムを構築

フェーズI

IoT・ビッグデータ活用

K-IMSの構築による
・最適航路支援

・船上データ監視・解析・技術支援

フェーズIII

・システムの高度化
・高速大容量船陸通信の確立
・サイバーセキュリティ強化

自動制御技術の確立

イノベーションの促進
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「K-IMS」

　当社は統合船舶運航・性能管理システム「K-IMS」を活用して運航船の安全運航、経済運航な
らびに環境保全の維持・向上に取り組んでいます。本システムは川崎重工グループと共同開発した
もので、「運航データ収集・監視システム」を核に、本船の性能劣化度を個船・シリーズ船で評価
できる「パフォーマンス解析システム」と最新の気象データと各船の実海域性能解析モデルに基づ
いた安全かつ最小燃費となる推奨航路を算出する「最適運航支援システム」を統合したものとなっ
ています。
　なお、2021年から中長期傭船へ搭載を拡大、社船・仕組船と合わせて約200隻に搭載していま
す。各船から収集した運航データを社内関連部署に加えて傭船船主や船舶管理会社とクラウド上
のプラットフォームで共有し、双方向から船舶の状態を把握し運航管理の高度化を進めています。
　また、運航データをAIと組み合わせることで船ごとに高精度な推進性能の評価が可能となってお
り、さらに2023年から開始されたCII評価制度に対しては燃費格付の予測ができることで、高い評
価を維持しながら効率的な配船や運航を行うことができています。

統合船舶運航・性能管理システム K-IMSの構成要素

K-IMS 
Kawasaki-Integrated  
Maritime Solutions

最適運航支援システム
船舶工学に基づく高精度船体モデル
による、安全かつ最小燃費航路を算出

AIを活用した性能解析システム
ビッグデータとAI技術活用による、
正確かつ迅速な高精度性能解析

 

電子 AB LOG
運航管理に必要なデータを収集

船上データ自動収集システム
高頻度で大量なデータの収集
船陸相互でのモニタリング

NAVIAI性能解析

SPAS
Ship Performance 
Analyzing System

EP-Monitor
Engine Plant Monitor

イノベーションの促進
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